様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　令和5年12月13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ ひたちそりゅーしょんず
一般事業主の氏名又は名称　株式会社日立ソリューションズ
（ふりがな）やまもと　つぎお      
（法人の場合）代表者の氏名　山本　二雄  印   
住所　〒140-0002 東京都品川区東品川4丁目12番7号

法人番号　8010701019462　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

[bookmark: _Hlk149299473]　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①日立ソリューションズ 経営ビジョン
②日立ソリューションズ トップメッセージ

	公表日
	①2023年9月20日
②2023年9月20日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①日立ソリューションズ企業情報サイトにて公表
https://www.hitachi-solutions.co.jp/company/vision/
記載箇所：日立ソリューションズ企業情報サイト>企業情報>コーポレートフィロソフィー
②日立ソリューションズ企業情報サイトにて公表
https://www.hitachi-solutions.co.jp/company/sustainability/president/
記載箇所：日立ソリューションズ企業情報サイト>サステナビリティ>トップメッセージ

	記載内容抜粋
	■日立ソリューションズ 経営ビジョン
「グローバル化・デジタル化がもたらす新しい景色を、すべての人へ。」
日立グループが“One Hitachi”として共有する理念、価値である「日立グループ・アイデンティティ」に基づき、日立ソリューションズの経営者と社員一人ひとりは、企業理念、経営ビジョン、大切にする価値を共有し、地球社会の未来を切り拓いていきます。

■日立ソリューションズ トップメッセージ
日立ソリューションズは、日立グループのデジタルビジネスの一翼を担い、社会や企業を支えるソリューションをグローバルに提供しています。
昨今、気候変動や環境問題、人口問題、紛争など、世界がさまざまな課題に直面する中、企業は長期的に価値と利益を創出し続けるべく、サステナビリティ経営への変革（SX : サステナビリティ・トランスフォーメーション）を進めています。
私たちは、外部環境の変化に柔軟に対応できるよう自らのデータドリブン経営を進化させるとともに、お客さまの課題を豊富なソリューションで素早く解決し、デジタル変革をご支援いたします。
また、シリコンバレーでスタートアップ起業に挑戦する従業員を支援する制度の立ち上げや、多様なステークホルダーとコミュニティーを組成し社会課題解決をめざすなど、次の成長に向けた取り組みも加速しております。
今後もお客さまや世界中のパートナー、地域社会の皆さまと価値を協創し、企業と社会のSXを加速させ、より良い幸せな社会の実現に貢献していきます。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	日立ソリューションズは「経営理念、中期経営計画、内部統制システムに関する事項の決定」を取締役会の決定事項としており、上記決定に基づく社外公表可能資料として、当社サイトを開示している。経営方針としての経営ビジョン、社長メッセージは上記決定による方針等を社外の方にわかりやすい形で伝える資料である。



[bookmark: _Hlk149299484](2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX(デジタルトランスフォーメーション)


	公表日
	2023年9月20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	日立ソリューションズ 企業情報サイトにて公表
https://www.hitachi-solutions.co.jp/company/sustainability/dx/
記載箇所：日立ソリューションズ企業情報サイト>サステナビリティ> DX(デジタルトランスフォーメーション)

	記載内容抜粋
	■当社におけるDXの取り組み
当社では、経営方針のもと、加速する事業環境の変化に対応するため、当社自身のDXに取り組んでいます。
「お客さまの期待を超える新しい体験を提供しましょう」というビジョンのもと、お客さま接点の強化、業務の効率化、継続的な進化の3つを目的として各種取り組みを推進しています。
これは、業務プロセス改革やIT基盤の拡充を通して、お客さま対応や社内業務の課題を解決し、営業部門、事業部門、管理部門、IT部門の全社が一体となって、お客さまにより良い体験の提供を実現するものです。
当社自身のDX推進を通じて得られたノウハウをお客さまのDX実現につなげられるよう、従業員一人ひとりが日々の行動を変革しています。

· お客さま接点の強化
当社は、ソリューション・サービスの提供だけでなく、お客さまと新たな価値の創出をめざします。
· 業務の効率化
事業環境の不確実性が高まる中、変化への柔軟な対応と持続的な価値向上をめざし、事業構造改革とサービス事業拡大を推進しています。
当社従業員が日頃の社内業務を効率的に遂行できるように、営業部門、事業部門、管理部門、IT部門の各業務責任者との連携を通じて、業務プロセス改革とIT基盤の刷新に取り組んでいます。
· 継続的な進化
データにもとづいて状況を把握し、正しく判断し、アクションするために、データを利活用する仕組みを構築し、業績、勤怠管理、人財開発、プロジェクト管理など経営者から従業員までの各々の立場においてさまざまな切り口でデータを利活用する「データドリブン文化」の醸成をめざします。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	日立ソリューションズは「経営理念、中期経営計画、内部統制システムに関する事項の決定」を取締役会の決定事項としており、上記決定に基づく社外公表可能資料として、当社サイトにて開示している。「DX(デジタルトランスフォーメーション)」の内容は上記決定による方針等を社外の方にわかりやすい形で伝える資料である。



1 [bookmark: _Hlk149299497] 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	日立ソリューションズ 企業情報サイトにて公表
https://www.hitachi-solutions.co.jp/company/sustainability/dx/
記載箇所：日立ソリューションズ企業情報サイト>サステナビリティ> DX(デジタルトランスフォーメーション)

	記載内容抜粋
	■DX推進組織
当社ではDXを加速すべく、2020年4⽉にIT・DX推進本部を設⽴し、経営トップが先頭に立ちプロジェクトを推進しています。
DX推進体制は以下のような体制となっています。

· お客さま接点・社内業務の責任者で構成
DX推進組織は、営業部門、事業部門、管理部門、IT部門の責任者で構成し、全社横断でDXを推進するとともに、全社への施策浸透を⾏っています。
· 各種スペシャリストの参画
アジャイル開発やデザイン思考のスペシャリストが参画し、さまざまな知⾒や各種フレームワークを活⽤してプロジェクトを推進しています。
· デジタルソリューションを担当する事業部門の参画
本プロジェクトは、DX推進組織のほか、デジタルソリューションを担当する事業部門が参画しています。本プロジェクトで推進する各種施策では、当社が取り扱う各種デジタルソリューションを積極的に活用することで、施策を成功に導くとともに、本プロジェクトで得たノウハウをお客さまに提供する仕組みを構築しています。

■デジタル人財の育成
デジタル人財の育成は、データサイエンティストやAI人財、ビジネス創生人財といったスペシャリスト育成とベーシックな教育の両輪で強化しています。データサイエンティストについては、日立ITプロフェッショナル認定制度の枠組みの中で、一般社団法人データサイエンティスト協会の定義をベースにスキル要件や育成プログラムが体系化されており、本枠組みを活用し、育成・強化しています。
AI人財については日立ソリューションズグループ独自の人財定義と教育体系を整備しています。
デジタルリテラシー、ソフトウェアエンジニアリング、品質保証、プロジェクトマネジメントなどのデジタルスキルは、若年層育成施策を中心に、全従業員を対象にベーシックな教育として提供しています。




2 [bookmark: _Hlk149299504] 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	日立ソリューションズ 企業情報サイトにて公表
https://www.hitachi-solutions.co.jp/company/sustainability/dx/
記載箇所：日立ソリューションズ企業情報サイト>サステナビリティ> DX(デジタルトランスフォーメーション)

	記載内容抜粋
	・営業支援システム(SFA)を全社で導入
・SFAと基幹システムの連携や、電子契約、RPAなどの
導入
・BIツールを活用し、経営層、マネージャー層それぞれ
にダッシュボードを提供




[bookmark: _Hlk149299511](3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX(デジタルトランスフォーメーション)


	公表日
	2023年9月20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	日立ソリューションズ 企業情報サイトにて公表
https://www.hitachi-solutions.co.jp/company/sustainability/dx/
記載箇所：日立ソリューションズ企業情報サイト>サステナビリティ> DX(デジタルトランスフォーメーション)

	記載内容抜粋
	デジタル人財の数について、以下の指標を掲げており、当社企業情報サイトで公表しています。
· データサイエンティストの数
2024年度末目標（累計）845名
2022年度末実績（累計）713名
· AI人財の数
2024年度末目標（累計）1,315名
2022年度末実績（累計）912名




[bookmark: _Hlk149299519](4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年9月20日


	発信方法
	日立ソリューションズ 企業情報サイトにて公表
https://www.hitachi-solutions.co.jp/company/sustainability/dx/
記載箇所：日立ソリューションズ企業情報サイト>サステナビリティ> DX(デジタルトランスフォーメーション)

	発信内容
	■トップメッセージ
昨今の気候変動や環境問題、紛争など、外部環境が変化し、先行きの見えない時代の中、私たちは、2024中期経営計画の中で、自社の持続可能な経営と、持続可能な社会の実現への貢献をめざす「SX（サステナビリティ・トランスフォーメーション）」を掲げました。外部環境の変化に柔軟に対応し、自社の持続可能な経営を実現すべく、私たちは、デジタル技術を駆使した「DX(デジタルトランスフォーメーション)」を推進しています。
マーケティングオートメーションの適用拡大をはじめとするお客さまとの接点の強化および、SFA（営業支援システム）や電子契約の利用拡大など、業務効率化によるビジネス変化への追従の柔軟性向上ほか、データをもとにした意思決定を促進するダッシュボードを構築・拡充することで、データドリブン経営による継続的な進化を推進してまいります。
また、先端ITを活用したサービスの提供により、お客さまの課題を解決するとともに、環境価値、社会価値、経済価値の両立をめざす事業を推進し、持続可能な社会の実現に貢献していきます。
取締役社長　山本 二雄




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年8月頃　～　2023年10月頃


	実施内容
	経済産業省「DX推進指標」による自己診断を定期的(年1回)に行い、IPA自己診断結果入力サイトより回答入力を実施。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2010年10月　～　現在


	実施内容
	情報セキュリティマネジメント全体をPDCAとして実施するフレームワークを構築し、[Plan]ルール・施策を定め、[Do]施策を実施し、[Check]評価・モニタリングを行い、[Action]継続的改善を通じて、情報セキュリティマネジメントサイクルを実現します。
[Plan]では、情報セキュリティ方針、情報セキュリティ施策の策定、情報セキュリティ教育計画、個人情報保護・情報セキュリティ監査計画を立案します。
[Do]では、セキュリティ施策の社内への展開と運用を行います。情報セキュリティ教育や啓発活動を通じ、セキュリティ施策の周知徹底と従業員一人ひとりの意識の向上を図ります。
[Check]では、定期的なセキュリティの運用状況の点検、監査計画にのっとった監査、セキュリティ専門家による実地調査などを実施します。
[Action]では監査や実地調査の結果などに基づいて是正措置を講じます。
また、サイバー攻撃や各種インシデントに対応するために、日立では、社内で運営する日立セキュリティオペレーションセンターにて、セキュリティ監視およびインシデントレスポンスの強化を図っています。また、脅威情報の収集・分析と、警戒情報の配信を行いプロアクティブな対策を推進しています。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

